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1基本的な考え

被害額：約720億円
認知件数：約21,000件

（2024年）

出典：警察庁ウェブサイト「特殊詐欺認知・検挙状況等(令和6年)」より

AIの利用など
犯罪手段の高度化

喫緊の課題である特殊詐欺等の各種犯罪に関しては
事業者としても重大な社会問題と認識
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2基本的な考え

出典：犯罪対策閣僚会議資料（2024年6月18日）

不適正利用の防止に向け、携帯電話契約時の本人確認強化のみならず、
利用者・SNS事業者等含む各方面からの対策が必要
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3不適正利用防止に関する取組み

ご契約時の説明（重要事項説明） 各種コンテンツ提供、教室・セミナー開催等による周知

契約時本人確認に関する関係法令・業界自主ルールの遵守のほか、
利用者のリテラシー向上に向けた各種取り組みを継続的に実施
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携帯電話の本人確認のルール関連
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5携帯電話不正利用防止法・業界自主ルールについて

• 犯罪利用の可能性のある回線の停止（契約者確認の求め）

• プリペイド携帯における本人確認

• データ回線における本人確認 等

【法令・業界自主ルールで定められている事例】

不適正利用の防止（契約の匿名性の排除、事後追跡性の確保等）のため、
手口に合わせ、民民の契約において足りない部分を補完してきた認識



© 2025 SoftBank Corp.

6

・事業者は法令によらずとも、与信の観点から本人確認を行う必要がある

・犯罪の手口は変遷・多様化する

新たなルールの必要性がある場合、業界自主ルールでの対応を基本とし、
法令による規律は最小限にすべきと考える

携帯電話不正利用防止法・業界自主ルールについて



© 2025 SoftBank Corp.

71. SIMの不正転売について

SIMの不正転売が増加し、詐欺への転用等の実態が指摘されている中、
転売の防止に向けてどのような効果的な対策が考えられるか。

• 第一に、SIMの無断譲渡は違法であることの周知徹底が必要と考えます。

• 総務省殿資料にあるような、犯罪利用可能性のある利用者の情報交換も対策
案の一つと考えますが、下記のような点の整理が必要と考えます。

﹘ 警察からの提供情報の正確性の確保

﹘ 警察からの提供情報を正とした対応における、事業者側の免責
（例えば回線提供の拒否等へ活用した場合、役務提供義務に反しない整理等）

検討事項

当社考え
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82. 法人の代理権（在籍確認）

法人の担当者が契約を行う場合における在籍確認の手法について、
法令上の規定がなく、事業者によって異なる取扱いとなっている中、
利用者視点に立ってどのような方策が考えられるか。

• 与信の観点から、既に法人の担当者の在籍確認が各事業者の運用として導入
されているところであり、一定の対策は講じられているものと考えます。

• これまでどおり本人確認の手法は個人契約に準じるものとし、法令での要件
追加は不要と考えます。

• なお、各事業者において必要書類が異なる点は、与信に関する各社の考え方
によるところであり、法令等での統一化を図る必要はないものと考えます。

検討事項

当社考え
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93. 他社の本人確認結果への依拠

携帯電話の契約時における他社の本人確認結果への依拠について、
これまでの議論を踏まえ、利便性と不正対策のバランスの観点から、
どのように考えるべきか。

• 仮に依拠を許容する場合、本ワーキンググループの報告書における以下の記
載に基づき、依拠先としては公的個人認証を行っている事業者に限定すべき
と考えます。

検討事項

当社考え

出典：不適正利用対策に関するワーキンググループ報告書（2024年11月29日）
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104. 追加回線

2回線目以降の回線契約時の本人確認について、法令上の要件が1回線目とは
異なっている中、昨今の犯罪手口の巧妙化、高度化に対し、どのような
効果的な対策が考えられるか。

• 2回線目以降の回線契約時の本人確認について、法令上の要件が1回線目と異
なっている点については一定の合理性があるものと考えます。

• 一方で、ID/PASSの詐取による不正契約事案を防止するためには、既存回
線でのログイン必須化やワンタイムパスワードによる認証を取り入れる等、
当人認証性を高めることが必要と考えます。

検討事項

当社考え
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115. 上限契約台数

上限契約台数について、本人確認が適切になされない場合に、大量不正契約に
繋がる可能性があるが、利用者のニーズと不正対策のバランスの観点から、
どのように考えるべきか。

• 第一に本人確認の徹底、SIMの無断譲渡が違法であることの周知徹底、
2回線目以降の本人確認における当人認証性の強化（ワンタイムパスワード
による認証等）が必要と考えます。

• 上限契約台数については、利用者の多様な利用用途に鑑み、過度な制約を設
けることはふさわしくないとの基本的考えに則りつつも、業界自主ルールの
ほか各社が与信の観点から既に一定の制限を設けており、現行以上の追加的
な規律や法令等による制度的担保までは不要と考えます。

検討事項

当社考え
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126. データSIM

データSIMの本人確認について、法令上の要件が音声SIMと異なっている中、
昨今の犯罪手口の巧妙化、高度化に対し、どのような効果的な対策が
考えられるか。

• データSIMについては、当社は業界自主ルールのもと音声SIMと同等の本人
確認を実施しており、今後もこの取り組みを継続してまいります。

検討事項

当社考え
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